
要旨：【目的】腰痛予防に関するヘルスリテラシー（Health Literacy; HL）を高める事を目的としたオンライン講義を実施する
事でリハビリテーション専門職（リハ職）のHL向上や腰痛の軽減に資するかを検討した。【方法】リハ職16名に対して５～ 10分
の動画によるオンライン講義を全16回行った。講義の最後に次回の内容に関連した課題を提示し、返信を求める事でアクティブ・
ラーニングになるよう配慮した。講義の効果は、HL（Health Literacy Survey Questionnaire12項目短縮版、14-item Health 
Literacy Scale）、腰痛の状態(有無、痛みの強さ、対処方法)で評価した。【結果】HLS-Q12は得点の増加を認め、下位項目のヘル
スケア領域が有意に改善した。介入前腰痛有りの６名のうち２名（12.5％）が介入後腰痛無しに改善し、腰痛有りのままであっ
た４名（25.0％）もNumerical Rating Scaleが低下した。腰痛予防の知識においては、運動以外の選択肢が増えていた。【考察】
今回のような講義を実施する事でHLが向上し、腰痛予防に資する可能性が示唆された。
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Ⅰ．目的
　昨今の医療従事者を取り巻く身体的な課題として
腰痛が挙げられる。休業４日以上を要する腰痛の件
数は保健衛生業で多数発生しており、病院、介護老
人保健施設や社会福祉施設が腰痛多発職場となって
いる１）。腰痛を患う事は医療費の負担２）や労働生産
性の損失３）とも深く関わっているため、医療従事
者にとって腰痛の対策は喫緊の課題である。
　従来、職場で理学療法士が実施してきた腰痛予防
対策は、体操等の治療的介入や座位時間の短縮等の
環境調整が多いとされている。また、その効果は概
ね腰痛の軽減に有効であったとされている。しかし、
介入の内容が多彩であり効果判定に用いる評価も
様々であるため、一貫した結果が得られていない４）。
また、これらの介入では対象者は受け身な学習とな
りやすい。

　ヘルスリテラシー（Health Literacy; HL）とは健
康情報を正しく入手し、理解し、評価し、活用する
ための能力５）であり、疾病予防や健康寿命の延伸
に主体的に取り組む際に重要な概念として近年注目
されている。また、65歳以上の地域在住高齢者25名
を対象に週１回90分、12週間の運動・栄養・知的活
動に基づく健康づくりをテーマとし、「課題提示と
基礎知識の提供→課題に関する調査・自己学習（宿
題）→教室でのグループワークによる共有と発表→
実行計画と日常生活での実践」を一連の基本的な流
れとした住民主体のアクティブ・ラーニング型教育
を 実 施 し た 結 果、14-item Health Literacy Scale

（HLS-14）の機能的HL が有意に向上したとの報告
があり６）、HLを高める手法としてアクティブ・ラー
ニング型の介入が効果的とされている。
　近年、新型コロナウイルス感染症対策もあり、多

15理学療法群馬　第35号　2024



くの教育機関でオンライン講義が導入をされるよう
になってきた。また、医療職を対象とした講義でも
オンライン講義が用いられており、事前課題やロー
ルプレイ・講義の振り返り等参加型でインタラク
ティブになる様に工夫をする事で、ほとんどの受講
者が気づきを得て業務に役立つ学びとなり、質の高
い講義を実施する事は可能であったという報告７）

もある。この事から、オンライン講義でもアクティ
ブ・ラーニングを意識した工夫をする事で、対面と
同様の効果が得られる可能性があると考えられる。
　一方、HLに着目した勤労者の腰痛対策として、
アクティブ・ラーニングを用いた腰痛予防プログラ
ムが提案されているが８）、その効果検証は実施され
ていないため介入を検討する事は、新規性があるの
ではないかと考えた。また、コロナ禍であった事、
交替制勤務である事などから全職員が同一時間に対
面で研修を行うことにも限界があった。これらの諸
点を踏まえて、本研究では腰痛予防に着目しHLを
高める事を目的としたアクティブ・ラーニング型の
オンライン講義を実施する事で、リハビリテーショ
ン職（リハ職）のHLや腰痛に対する効果を検討する。

Ⅱ．対象
　研究者が所属している病院の急性期・回復期・慢
性期病棟に勤務するリハ職 (理学療法士・作業療法
士・言語聴覚士）41名を対象とした。適格基準は、
自由意志にて研究参加への同意が得られたものとし
た。研究に同意が得られなかった18名と先行研究に
基づき９）介入への参加回数が全体の2/3以下であっ
た7名を除外し16/41名（39.0％、理学療法士：９名、
作業療法士：７名）を分析対象者とした。なお、参
加回数が少なかった理由は業務による多忙や介入の
頻度が多く、負担となった事が挙げられた。

Ⅲ．方法
１．講義内容
　講義は腰痛予防に着目しHLを高める事を目的と
した。期間は令和４年７月21日～10月13日までの約
３ヶ月間で、１回の講義は５～10分の動画で全16回
行った。動画を配信するにあたり、研究者が事前に
作成したSocial Networking Service（SNS）のチャッ

トグループを参加者に登録してもらった。動画の視
聴方法は個別に説明した。参加者の都合の良い時間
帯で視聴できるように週１～２回のペースでSNSの
チャットグループに動画を配信した。内容は八重
ら10）の教材を参考にして作成し、SorensenらのHL
のプロセス５）に基づき１～６回が情報の入手・理解、
７～16回が情報の評価・活用とした（表１）。講義
への関心を高めるために導入部分ですぐに実践でき
る腰痛予防体操を紹介した。また、毎回の講義の最
後に次回の内容に関連する課題を出し、その回答の
返信を求め、アクティブ・ラーニングになる様配慮
した。主体的な参加を促すため、質問の内容を次回
の始めに一部紹介し、その回答に対してコメントを
行った。なお、課題への回答回数を講義の参加回数
とした。

２．評価項目
　講義の前後で以下を評価した。

（１）基本情報
　年齢、性別、身長、体重、Body Mass Index、経
験年数を聴取した。

（２）HL
　①Health Literacy Survey Questionnaire12項目
短縮版（HLS-Q12）
　本尺度はHLの領域別の評価尺度である。病気や
症状などの対処能力を評価するヘルスケア（Health 
Care；HC）、病気の予防能力を評価する疾病予防

（Disease Prevention;DP）、人的・物的環境など自
身を取り巻く環境を健康的なものに変える能力を評
価するヘルスプロモーション（Health Promotion; 
HP）の３つの下位項目からなる。これら３項目を
HLのプロセス(情報の入手・理解・評価・活用)に基
づいて合計12問で評価する。各設問について、とて
も簡単：４点、やや簡単：３点、やや難しい：２点、
とても難しい：１点の中から回答する。得点は、12
問の（平均－１）×（50/3）で算出する。０～50点で
得点が高いほどHLが高い事を示し、０～25点が「不
十分」、26 ～ 33点が「問題のある」、34～42点が「十
分」、43点以上が「優れている」とされる11）。本尺
度は内的一貫性と因子妥当性が認められている12）。
　②14-item Health Literacy Scale（HLS-14）
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表１　HLのオンライン 講義のプログラム
回 タイトル 到達目標（領域） 講義内容 課題

１ HLは何か
HLの概念を理解できる
（入手・理解）

・�HLの定義と4側面（情報の入
手・理解・評価・活用）
・HLを高めるメリット

情報を検索する際に注意して
いる事を挙げる

２ 情報を明確化する
ステップ

情報を入手する手順を理
解し、調べたい事を具体
化させる事ができる（入
手・理解）

・�調べたい事を可視化するた
めに単語レベルで書き出し、
なに、どうやって等、問い
かけを用いて考える

情報を入手する手段としての
書籍とインターネットのメ
リット・デメリットを挙げる

３ 情報媒体の特徴
目的に合った情報を入手
できる（入手・理解）

・各情報媒体の利点・欠点
・�目的に合った情報媒体の選
択

情報の信頼性を確認するポイ
ントを挙げる

４
５ 情報を確認

情報の信頼性を確かめる
事ができる（入手・理解）

・確認のポイント
①情報の作成日や更新日、②
目的③発信者、④情報源、⑤
異なる情報と比較

インターネット上のレビュー
や利用者の声は信頼できる情
報かどうかとその理由につい
て挙げる（４回）
第１～５回の感想、今後の要
望を挙げる（５回）

６ まとめ 情報の入手・理解を定着
できる（入手・理解）

・第１～５回のまとめ 根拠に基づく情報とはどんな
情報かを挙げる

７ 情報を評価する意
義

情報評価の意義やポイン
トを理解できる（評価）

・�腰痛サプリメントを例として
情報を評価する意義を解説
・情報評価のポイント
①データの母数を確認する、
②要因を多面的に考える、③
先行文献と比較する、④物事
の両面を考える

情報を評価する際にデータの
母数を確認する理由を挙げる

８ データの母数を確
認する

情報を評価する際、母数
を確認できる（評価）

・�同じ結果でも母数が違うと
信頼性が異なる

腰痛の原因を複数挙げる

９ 要因を多面的に考
える

複数の要因を考え、最適
な情報を選択できる（評
価）

・�腰痛の要因は多数存在する ガイドラインは情報を吟味す
る上で役に立つかどうかとそ
の理由を挙げる

10 先行文献と比較す
る

エビデンスに基づき評価
できる（評価）

・根拠となる文献の例を紹介 サプリメントのメリット・デ
メリットを挙げる

11 物事の両面を考え
る

情報のメリット・デメ
リットを把握した上で分
析できる（評価）

・�サプリメントのメリット・
デメリット
・�第10、11回の結果から、サプ
リメントのみでの腰痛改善
は非現実的で、運動療法や
環境設定の併用が望ましい

業務上疾病のうち災害性腰痛
が62％を占める事について多
いか少ないかを考える。

12
13 情報評価応用編

情報評価のポイントに基
づき実際の腰痛に関する
情報を評価、分析する事
ができる（評価）

・業務上疾病とは
・�業務上疾病者数、業務別腰痛
発生状況について情報評価
のポイント(母数の確認、全
体との比較)に基づき考える

業務別腰痛発生状況において
保健衛生業が32.1％と最も多い
事についてその原因を考える
（12回）。
①相手が理解のしやすい情報
提供の仕方
②HLが低い者とコミュニケ―
ションをとる際に配慮すべき
点を挙げる（13回）

14
15 HLを活用する

職場などでHLを活用で
きる（活用）

・職場のHLを高める方法
①HLが不十分な者を把握②情
報提供や意思疎通の方法を対
象者に合わせる③HLが不十分
な対象者でも理解できるよう
に情報提供を工夫④HLを高め
る、⑤HLを広める

①職場でHLを高めるにはどん
な取り組みが良いか
②取組みを継続させる工夫点
を挙げる（14回）
本講義の感想と改善点（15回）

16 まとめ 自身と他者のHLを高め
られる（評価・活用）

・第７～15回のまとめ アクティブ・ラーニングの課
題の感想と改善点
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　本尺度はHLのレベル別の評価尺度である。健康
リスクや保健医療に関する情報を理解できる機能的
HL、得られた情報を取捨選択し、それに基づいて
実際に生活を変えられる相互作用的HL、情報を批
判的に吟味できる批判的HLの３つの下位項目、合
計14問で構成される。各設問について、問１～５ま
では全くそう思わない：５点、あまりそう思わない：
４点、どちらでもない：３点、まあそう思う：２点、
強くそう思う：１点の中から回答する（問６以降は
逆転項目）。得点は14問の合計点を算出し、14～70
点で得点が高いほどHLが高い事を示す。HLS-14は
日本人の成人を対象として信頼性と妥当性が示され
ている13）。

（３）腰痛
　①腰痛の有無
　非特異的腰痛の有無を全対象者に聴取した。腰痛
の定義は神経症状（神経痛、しびれ、感覚異常、麻
痺）や馬尾症状（尿閉や尿・便失禁、性機能障害、
お尻回りのしびれや火照り）がない腰痛とした。そ
のため、画像で判断されるような特異性腰痛や風邪
や妊娠、生理に伴う腰痛は除外した。また、腰痛の
場所としては肋骨縁より下部で下殿溝より上部まで
とした（図１）14）。
　②痛みの程度
　非特異的腰痛ありと回答した者のみにNumerical 
Rating Scale（NRS）を用いて安静時の痛みの程度
を０～10点の11段階で聴取した。「全く痛くない」
が０点、「考えられる最大の痛み」が10点とした。
　③腰痛予防の知識
　腰痛予防の知識を確認する事を目的に、自身が腰
痛を呈した場合に、実施する対処方法を尋ねた。対
処方法は腰痛診療ガイドライン15）を参考に安静、

服薬、コルセット、運動、温めるの５項目から選択
させた（複数回答可）。
　（４）その他
　最終評価時に介入の感想を聴取した。設問の内容
は①プログラムの構成は適切であった、②興味・理
解度に配慮した内容であった、③研究者の情報発信
は適切であった、④よく練られていてわかりやす
かった、⑤読んだり視聴したりするのに適切だった、
⑥高度な内容でも大丈夫そうであった、の６つであ
る。それぞれの設問ごとに当てはまる、やや当ては
まる、やや当てはまらない、当てはまらないの４件
法で聴取した。

３．統計解析
　統計解析はIBM SPSS Statistics 27を使用し、有
意水準は５％とした。HLの介入前後の比較は
Shapiro-Wilk検定にて正規性が確認されたデータは
対応のあるt検定、正規性が確認できないデータは
Wilcoxonの符号付順位 検定を選択した。なお、
HLS-14において全体の介入前後の平均変化量が－
4.0点に対して、介入前が33.0点で介入後65.0点と大
幅に得点が増加した１名は外れ値とし、15名で解析
を行った。

４．倫理的配慮
　本研究は榛名荘病院倫理審査委員会にて承認を得
た（承認番号220102）。また、対象者には書面と口
頭による説明を実施し、評価用紙の提出をもって研
究参加の同意が得られたものとした。

Ⅳ．結果
１）対象者の基本属性
　平均年齢は27.2±7.6歳であった。性別は男性が９
名（56.2％）、女性が７名（43.8％）であった。身長
は163.0±8.8cm、体重は57.4±8.8kg、BMIは21.3±
1.8kg/㎡であった。経験年数は6.4±0.3年であった。
介入の参加回数は16回の講義中16回参加が14名

（87.5％）、15回参加が１名（6.2％）、11回参加が１
名（6.2％）であった。
２）介入効果
　HLS-Q12の合計は介入前30.5±7.1点で介入後32.5図１　腰痛の場所
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±6.6点と改善を認めたが、有意な改善は認めなかっ
た（p＝0.12）。下位項目のHC領域は介入前29.6±8.1
点で介入後32.5±7.0点と有意に改善した（p=0.03）。
また、設問ごとの度数分布で特に改善を示したのは
HC領域の問２「急病時に対処方法を理解する」、問
３「治療法が複数あるときそれぞれ長所・短所を判
断する」の２項目であった。DP領域（p＝0.37）と
HP領域（p＝0.52）は有意差を認めなかった。HLS-
14の合計は介入前57.8±5.5点で介入後53.8±6.2点と
有意に低下した（p＝0.03）。下位項目においては、
機能的HL（p＝0.26）、相互作用的HL（p＝0.14）で
有意差はなく、批判的HLは介入前17.1±1.8点で介
入後15.2±2.9点（p＝0.06）と低下傾向を示した（表
２）。
　介入前に腰痛があった６名のうち介入後２名

（12.5％）が腰痛無しに改善した。残りの４名（25.0％）
はNRSが介入前5.5±2.6点から介入後3.2±2.2点と軽
減した。一方、介入前に腰痛がなかった10名のうち、
介入後２名（12.5％）が腰痛を認めた。該当者に確
認をした所、腰痛を発症した原因は業務によるもの
であった。
　腰痛予防の知識について、腰痛の対処方法として
安静・服薬・コルセット・温めるを選択した者は介
入前後で１～４名増加し、運動は介入前後で変わら
なかった（図２）。
　介入の感想において、①プログラムの構成は適切
であった、③研究者の情報発信は適切であった、④

良く練られていて分かりやすかった、は90％以上の
者が当てはまると回答した。一方、②興味・理解度
に配慮した内容であった、⑤読んだり視聴したりす
るのに適切だった、⑥高度な内容でも大丈夫そうで
あった、は60 ～ 75％の者が当てはまると回答した

（図３）。

Ⅴ．考察
　腰痛予防に着目しHLを高める事を目的としたオ
ンライン講義を行った結果、HLS-Q12の合計得点は
改善を認め、HC領域において有意に改善していた。
HLS-14の合計は介入後に有意に低下し、批判的HL
において低下傾向を示した。腰痛においては介入前
に腰痛があったものは改善を認めた。また、多様な
腰痛の対処方法を選択できるようになった。
　HC領域で大幅に改善していた項目は、問２「急
病時に対処方法を理解する」、問３「治療法が複数
あるときそれぞれ長所・短所を判断する」の２項目
であった。講義では、腰痛をテーマとして情報の検
索・確認方法、見つけた情報の長所・短所の見分け
方を解説した事により正しい情報を選択できるスキ
ルが高まり、HLS-Q12のHC領域が改善したと考え
た。ただし、経験年数が約６年であり、腰痛に関し
ては学習途中であることが奏功した可能性は否定で
きない。一方で、DP領域とHP領域で改善が得られ
なかった理由として、本介入対象者の16名中10名

（62.5％）は腰痛なしであったため、DP領域の実感

表２　介入によるHLの変化（n＝16）　Mean±SD（点）
項目 介入前 介入後 p

HLS-Q12

合計 30.5 ± 7.1 32.5 ± 6.6 0.12
HC 29.6 ± 8.1 32.5 ± 7.0 0.03*
DP 30.4 ± 9.2 32.2 ± 7.8 0.37
HP 31.4 ± 7.7 32.7 ± 7.7 0.52

HLS-14**

合計 57.8 ± 5.5 53.8 ± 6.2 0.03*
機能 21.1 ± 2.3 20.4 ± 3.2 0.26
相互 19.6 ± 2.5 18.0 ± 2.9 0.14
批判 17.1 ± 1.8 15.2 ± 2.9 0.06

HC：Health Care　　DP:Disease Prevention　　HP:Health Promotion
各項目の前後比較において、HLS-Q12 の HC 領域、HLS-14 の相互作用的
HL、批判的HLはWilcoxon の符号付順位検定、それ以外の項目は対応の
ある t検定を実施した。
*：p＜ 0.05
**：介入前 33.0 点、介入後 65.0 点と大幅な変化を認めた１名は外れ値とし、
HLS-14 は n=15 にて解析
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がわきにくく効果が得られなかった事、HP領域は
３ヶ月という短期間では環境の変化には至らなかっ
た事が影響したと推察した。
　HLS-14の下位項目である相互作用的HLや批判的
HLは高度なスキルであると定義されている13）。本
講義を行った事で自身のHLが低い事を再認識し、
介入後にHLS-14の得点が低下した可能性がある。
　本講義の結果、腰痛の対処の選択肢が増え、特に

介入前に腰痛があった者において軽減効果を認め
た。Itzら16）の研究によると腰痛の対処方法を指導
するプライマリ・ケアを受診した者では、最初の３ヶ
月で患者の33％が回復したと報告されている。本講
義においても腰痛に対するHLが高まり、自身で対
処できるようになった事で腰痛が改善したと考え
た。一方で、介入前腰痛のなかった10名中２名

（12.5％）は介入後に腰痛を発症した。HLS-Q12の

図２　腰痛の対処方法の変化（n＝16）

図３　本介入についての感想
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DP領域の考察と同様に腰痛のないものでは講義の
実感が得られなかったため腰痛発症者が出現したの
かもしれない。
　本研究の限界として、介入参加者が41名中16名

（39.0％）と少なかった。腰痛ありの介入前のNRS
が約６点と高かったが、腰痛悪化への配慮が不十分
であり介入中止基準を設定すべきであった。また、
腰痛の対処について急性腰痛か慢性腰痛か明確な規
定を設けておらず、実際に腰痛予防の取組みの変化
の有無も調査できていない。このような課題はある
ものの、本研究ではHLが改善し、腰痛が軽減した
ため、腰痛予防に有効である可能性が示された。交
代制勤務にも留意したアクティブ・ラーニングを用
いた腰痛予防プログラムの知見は極めて少ない。そ
のため、理学療法士が職場の腰痛予防に取り組む際
に一助となる可能性がある。今後は、腰痛予防の
HLが高まる事で、主体的に腰痛予防に取り組むな
ど行動変容に繋がるのか検証してきたい。
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